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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

第一部 【企業情報】

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 7,273,254 7,550,821 6,940,678 8,956,475 8,886,460

経常利益 (千円) 636,523 667,012 771,737 127,227 165,269

当期純利益又は 
当期純損失（△）

(千円) 345,504 369,953 433,463 127,084 △260,622

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 455,850 455,850 455,850 455,850 455,850

発行済株式総数 (株) 4,598,000 5,057,800 5,057,800 5,563,580 5,563,580

純資産額 (千円) 2,004,609 2,274,176 2,598,779 2,608,748 2,297,613

総資産額 (千円) 5,375,676 6,064,682 7,382,022 7,107,874 6,717,400

１株当たり純資産額 (円) 435.97 446.98 510.87 469.43 413.48

１株当たり配当額

(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 

(円)

18.00 

(―)

20.00 

(―)

20.00 

(―)

10.00 

(―)

10.00

(―)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期 
純損失（△）

(円) 77.93 70.33 82.35 22.87 △46.90

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.3 37.5 35.2 36.7 34.2

自己資本利益率 (％) 20.0 17.3 17.8 4.9 △10.6

株価収益率 (倍) 8.1 8.5 7.7 32.3 ―

配当性向 (％) 23.95 28.44 24.29 43.73 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 654,082 306,446 955,267 127,947 213,837

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △461,594 △544,974 △1,466,320 △464,728 59,340

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △187,190 471,135 494,156 △106,598 △57,730

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) 523,466 756,074 739,177 295,798 511,245

従業員数 
［外平均臨時雇用者数]

(名)
84 

［200］
82

［202］
88

［222］
88 

［231］
85

［224］



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等については記載して

おりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有しておりませんので記載しておりません。 

４ 第30期の１株当たり配当額には、株式公開記念配当３円を含んでおります。 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

６ 従業員数欄の［ ］内は、外数で臨時従業員数(最近１年間における平均雇用人数)であります。 

７ 第31期については平成14年５月20日付で１株を1.1株とする株式分割を行っております。 

８ 第31期から１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

９ 第33期については平成16年５月20日付で１株を1.1株とする株式分割を行っております。 

10 第34期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

  



２ 【沿革】 

昭和47年10月  資本金300万円で福岡市中央区桜坂にイフジ産業株式会社を設立。 

昭和48年９月  福岡県粕屋郡粕屋町(現本店所在地)に本社工場完成、液卵の製造販売を開始。 

昭和49年８月  千葉県市川市に関東営業所設置。 

昭和50年４月  大阪市西区に大阪営業所設置。 

昭和52年３月  福岡県鶏卵加工協同組合を設立。 

昭和53年10月  農水省の鶏卵加工合理化センター設置事業に基づき、福岡県鶏卵加工協同組合が国庫

補助を受け、割卵機及び殺菌設備を導入、福岡県鶏卵加工協同組合に生産を委託(本

社工場を貸与)、当社は販売会社となる。 

昭和56年３月  本社工場隣接地を買収。工場を増設し福岡県鶏卵加工協同組合に貸与。 

昭和56年12月  茨城県水戸市に日配水戸販売株式会社と合弁で株式会社関東イフジ(資本金10,000千

円)を設立。(昭和61年３月に100％子会社とする。) 

昭和57年５月  株式会社関東イフジ水戸工場が完成し、関東地区での生液卵の製造販売を開始。関東

営業所を水戸市に移転。 

昭和58年４月  福岡県嘉穂郡穂波町の有限会社日の丸食品を買収、株式会社に組織変更。 

昭和62年10月  日の丸食品株式会社の社名を株式会社イフジフーズに変更。 

昭和63年３月  首都圏での販売量の拡大に伴い株式会社関東イフジ水戸工場の隣接地を買収し、工場

        を増設。 

昭和63年４月  株式会社イフジフーズにてゆで卵の製造販売を開始。 

平成元年５月  奈良県奈良市に株式会社関西イフジを設立、近畿圏での生液卵の製造販売を開始。大

阪営業所を奈良市に移転し関西営業所と改称。 

平成２年３月  三重県上野市の有限会社カネヒロ食品を買収、株式会社に組織変更。 

平成８年４月   製販一体化のため、株式会社関東イフジ、株式会社関西イフジ、株式会社カネヒロ食

品、株式会社イフジフーズを合併するとともに福岡県鶏卵加工協同組合の所有資産を

買取る。(福岡県鶏卵加工協同組合は解散) 

        組織編成を関東事業部、関西事業部、三重事業部、福岡事業部の各地区事業部制とす

る。 

平成８年７月  本店所在地を福岡市中央区桜坂から福岡県粕屋郡粕屋町(現本社住所)に移転。 

平成８年10月  愛知県安城市に名古屋事業部を設置、中京圏での生液卵の製造販売を開始。 

平成10年８月  三重事業部を不採算のため閉鎖。 

平成11年11月  関東事業部近接地に新工場用地を取得。 

平成13年５月  関東事業部新工場完成。 

平成13年８月  日本証券業協会に店頭登録(現在、株式会社ジャスダック証券取引所に上場)。 

平成16年３月  京都府綴喜郡井手町に関西事業部新工場完成。 

  



３ 【事業の内容】 

当社グループの企業集団は、当社と当社が議決権のすべてを有する株式会社春日ビル（不動産賃貸業。

非連結子会社）の２社で構成されております。 

当社は、割卵の省力化、品質の安定化、輸送効率の点から、鶏卵から予め殻を取り除き、製パン業者や

製菓業者、惣菜業者等からの受注に応じて、全卵、卵黄、卵白を生液卵、凍結卵の形で製造販売しており

ます。 

鶏卵を液卵として使用することでユーザーには次のような利便性があります。 

①作業効率   面倒な割卵作業並びにそれに伴う、厄介な衛生上の諸問題などに手を煩わすことがあ

りません。 

②品質の安定性 安定したロットで製造するので、バラツキが非常に少なく、製品の均質化がはかれま

す。 

③経済性    鶏卵は相場制がとられていますが、夏場の不需要期に凍結卵の製造を行い、需要期に

供給を行うことにより、卵価の価格変動に伴って生じる原料費比率の不安定さを抑え

ることができます。 

④貯蔵性    凍結状態であれば、１～２年の保管も可能となります。 

⑤作業環境   液卵は殻付卵に比べ、容積が約1/3程度なので、保管スペースが小さくて済みます。

また、割卵時に発生する卵殻の処理が不要ですので、衛生的であり、細菌による２次

汚染を防ぐことができます。 

 液卵は下表のような品種と用途があります。 

  

 
種別の中で「ホール」とは卵黄がそのままの形で残っている状態の全卵であります。 

種別の中で「全卵」とは卵黄と卵白が攪拌され、ろ過されたものであります。 

種別の中で「加糖」、「加塩」とは得意先の要望により砂糖や塩を添加したものであります。 

また、「調整」とは、用途や要望に応じて卵黄と卵白の比率を調整したものであります。 

 「生」と「凍結」とは、「生」の場合は製造した翌日までには出荷されますが、「凍結」は製造後急速

凍結を行うものであります。用途に大きな違いはありませんが、菓子の種類によっては凍結卵が好まれ

る場合があります。 

品種 種別 生・凍結 主な用途

全卵

ホール 生 ケーキ、シュークリーム、パン、洋菓子、和菓子

全卵 生・凍結 パン、ビスケット、玉子焼、玉子とうふ、茶わん蒸し

加糖全卵 生・凍結 ケーキ、洋菓子

調整全卵 生・凍結 パン、ビスケット、クッキー

卵黄

卵黄 生 洋菓子、和菓子

加糖卵黄 生・凍結 洋菓子、和菓子

加塩卵黄 凍結 マヨネーズ

卵白
卵白 生・凍結 練り製品、洋菓子、和菓子

製菓用卵白 生・凍結 洋菓子、和菓子



主たる品目別売上高構成比は次のとおりであります。 

  

 
なお、卵加工品とはゆで卵や玉子とうふ、茶わん蒸し、玉子焼等であります。また、その他について

は、主に鶏卵の販売であります。鶏卵の販売については、得意先へ液卵ではなく殻付卵で販売しているも

のであります。 

  

４ 【関係会社の状況】 

  

 
  

５ 【従業員の状況】 

(1) 従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

区分

売上高構成比(％)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

生液卵 81.9 78.0

凍結卵 13.1 15.4

液卵計 95.0 93.4

卵加工品 3.0 3.2

その他 2.0 3.4

合計 100.0 100.0

名称 住所
資本金又は
出資金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

(非連結子会社)

株式会社春日ビル 福岡県粕屋郡粕屋町 10,000 不動産賃貸業 100 取締役の兼任１名

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

85[224] 36.4 8.6 4,319,573



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、引き続き好調な企業業績に支えられ、設備投資の増加が進むとと

もに、企業部門の好調さが雇用・所得環境の改善に寄与し、個人消費も緩やかに増加するなど、景気は

回復基調で推移しました。 

食品業界におきましては、米国のＢＳＥ（狂牛病）に関連する牛肉輸入停止問題や、鳥インフルエン

ザの発生等による消費者の「食の安全・安心」に対する要求が一段と高まる中、残留農薬を規制するポ

ジティブリスト制度が導入されるなど、これまで以上に「食の安全・安心」が求められるようになって

きております。 

このような状況の中、鶏卵業界におきましては、平成16年１～３月にかけて79年ぶりに国内で発生し

た鳥インフルエンザがようやく沈静化するかと思われましたが、平成17年６月に茨城県で再発生し、当

該国内有数の生産地での発生は、鶏卵の消費動向にも影響を与え、雛の餌付け羽数の増加や鶏卵の輸入

増の影響と相俟って、７月以降の鶏卵市況は低迷いたしました。 

平成17年度の鶏卵相場（ＪＡ全農たまごＭ基準値）は、上半期（４～９月）の平均は前年同期比で

14.7％（24円）高く推移しましたが、下半期（10～３月）の平均は同25.3％（62円）低く推移しまし

た。通期（４～３月）で見ると、前事業年度比9.4％（19円）低く推移しました。 

このような業界環境の中、当事業年度の液卵販売量は、粉末卵への一部需要シフト等により既存得意

先への販売は減少したものの、積極的な営業活動による新規得意先への販売量の大幅な増加が功を奏

し、前事業年度比1.7％の増加となりましたが、液卵の売上高につきましては、前述のように鶏卵相場

の低迷により販売単価が下落し、前事業年度比2.4％減の8,301百万円となりました。 

加工品売上高については、既存得意先へのゆで卵の販売が好調だったこともあり売上高は前事業年度

比6.5％増の281百万円となりました。 

その他売上高は、鶏卵販売の増加により前事業年度比64.2％増の302百万円となりました。 

以上の結果、当事業年度の合計売上高は前事業年度比0.8％減の8,886百万円となりました。 

損益面におきましては、前事業年度に国内需要逼迫により鶏卵相場が高騰したことを受けて、海外か

らの原料調達を行いましたが、前述のように鶏卵相場が低く推移したため、契約していた外国産の原料

が国内産の原料よりも割高なものとなってしまい、当社が期待した原料調達コスト削減効果が発揮でき

ず、経常利益は前事業年度比29.9％増の165百万円にとどまりました。また、「固定資産の減損に係る

会計基準」の適用による旧関西事業部の土地及び建物の減損損失389百万円など、特別損失を447百万円

計上したことに伴い、当期純損益は260百万円の損失となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における「現金及び現金同等物の期末残高」は、前事業年度に比べ215百万円増加し、511

百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、前事業年度に比べ85百万円増の213百万円となりました。税引前

当期純損失222百万円の計上やたな卸資産の増加408百万円、仕入債務の減少196百万円等による資金

の減少はありましたが、減損損失389百万円や減価償却費370百万円、売上債権の減少172百万円等の

資金の増加要因がこれを上回ったためであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は、前事業年度に比べ524百万円増の59百万円となりました。その主

な内訳は、有価証券の売却収入40百万円や有形固定資産の売却による収入53百万円等による資金の増

加、有形固定資産の取得65百万円等による資金の減少であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用された資金は、前事業年度に比べ48百万円減少し57百万円となりました。その

主な内訳は、短期借入金の増加400百万円、長期借入金の減少401百万円及び配当金の支払55百万円で

あります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

① 生産実績(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格で表示しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 商品仕入実績(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 金額は、実際仕入額で表示しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社の製品については、概ね受注生産でありますが、生産と販売の関連において製品の回転が早く、

月末(または期末)における受注残高が極めて少ないため、受注実績の記載を省略しております。 

  

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

生液卵 6,839,846 △6.1

凍結卵 1,379,781 +60.5

液卵計 8,219,628 +0.9

卵加工品 265,257 +14.7

合計 8,484,885 +1.3

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

液卵 369,060 +94.6％

卵加工品 18,248 △29.1％

その他 251,120 +59.0％

合計 638,430 +71.0％



(3) 販売実績(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
  

得意先の業種別納入割合 

  

 
(注) 商社経由の販売も含まれております。 

  

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

生液卵 6,934,593 △5.5

凍結卵 1,367,235 +16.6

液卵計 8,301,828 △2.4

卵加工品 281,676 +6.5

その他 302,955 +64.2

合計 8,886,460 △0.8

相手先

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

トーワ物産株式会社 936,716 10.5 737,801 8.3

業種

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(％)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(％)

製パン業 53.8 44.6

製菓業 21.4 23.1

その他 24.8 32.3

合計 100.0 100.0



３ 【対処すべき課題】 

食品業界においては、ＢＳＥ（狂牛病）や鳥インフルエンザの発生などを受けて、消費者の「食の安

全・安心」に対するニーズがますます高まり、経営環境が大変厳しくなっております。当社において

も、鳥インフルエンザの影響等により厳しい業績となりました。そこで、当社においては、この厳しい

環境を乗り越えるために、以下のような取り組みを行ってまいります。 

  

 ①国内において、平成16、17年と２年連続で鳥インフルエンザが発生いたしました。それにより国内の

鶏卵市況が不安定となり、原料仕入において大変厳しい状況となりました。このような状況を踏ま

え、仕入先の更なる拡大や原料定期仕入比率の向上、および国内外の需給動向にも目を向けて調達先

の多様化を図り、当社が経営の第一目標としているお客様への安定供給責任を果たしてまいります。

  

 ②製造部門においては、ＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点）の考え方に基づく工程管理の実効性を強化

するために、記録の体系化を図り、その記録を分析し、分析結果を製造現場にフィードバックするこ

とで、品質レベルの向上を図ってまいります。 

また、昨今の「食の安全・安心」に関する意識が高まっていることから、品質保証体制を確立し、お

客様へより安全・安心な製品を提供すべく努力してまいります。 

  

 ③コスト削減については、日頃から取り組んでおりますが、今後更に資材の在庫管理の徹底や電子入札

による購入価格の低廉化、あるいは製造工程や製造方法の見直しによる生産性の向上を図ります。 

  

 ④人事制度改革においては、会社と役職員各々のベクトルを完全に一致させるため、「職責」をあらゆ

る面における基軸とし、成果重視主義による正当な人事評価を行う改正人事制度と、常に自己革新に

努め創造的かつ自律的に行動できるプロフェッショナル社員の育成を図るため、チャレンジ目標面接

制度、通信教育、公的資格奨励制度、外部集合研修への参加等を推進してまいります。 

  

 ⑤研究開発においては、当社の主力商品である液卵の品質改良や新製品の開発に取り組んでおります。

また、県や国の研究機関や大学との連携を図って、鶏卵の新規用途の可能性や廃棄物の有効利用のた

めの研究を行いたいと考えております。 

  

 ⑥同業種、食品異業種を問わず合併や買収も視野に入れ、業容の拡大を図ります。 

  

  



４ 【事業等のリスク】 

当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあり

ます。なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社が判断したもの

であります。 

  

 ①鶏卵相場が業績に与える影響について 

   当社の主力製品である液卵は、主原料が鶏卵であり、毎日の鶏卵相場に応じて販売価格及び仕入価格

が変動します。当社では、相場によるリスクを回避できるよう仕入価格と販売価格の差益を一定にする

努力をしております。しかしながら、鳥インフルエンザの発生等により鶏卵需給が著しく変化し、相場

動向に大きな変化が生じた場合、当社の経営成績に影響を及ぼすことが考えられます。 

  

 ②食品の安全・衛生問題について 

   当社におきましては、安全・安心で高品質な製品を提供するために最新鋭設備の導入や徹底した製品

の品質・温度管理、従業員への衛生教育を行うなど、衛生問題には万全の注意を払っております。しか

しながら、今後、偶発的な事由によるものを含めて、当社製品を起因とした安全・衛生問題が発生する

可能性があり、もし発生した場合、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、鳥インフ

ルエンザのような鶏卵業界における食品の安全・衛生問題が発生した場合、公的規制や風評被害が発生

する可能性があり、当社においても大きな影響を受けることが考えられます。 

  

 ③特定の販売先について 

 当社は、生液卵及び凍結卵の製造販売を主たる事業としております。主要な販売先は、その使用量の

多さから製パン業界であり、当事業年度における同業界に対する販売は当社売上高のうち44.6％となっ

ております。製パン業界の中でも山崎製パン株式会社に対する売上高は特に多く、その売上高に占める

比率は21.0％（トーワ物産株式会社等商社経由での販売も含む。）であり、全売上高に占める比率は

年々小さくはなっているものの、同社の仕入・生産動向が当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は、液卵メーカーとしての製品技術や製品レベルの向上を図り、顧客ニーズに応じ

た製品の開発を行うための卵の特性の研究などを行っております。 

 研究開発体制は、研究開発室２名と、製造統轄部２名及び各事業部の品質管理担当者５名の計９名で、

大学や他の研究機関との連携を強化し、共同開発を本格的に始めております。研究開発室については、顧

客数が多く、多様なニーズに対応するため関東事業部に併設しております。 

 具体的な研究開発活動は、気泡力の高い卵白の開発や加工特性に優れた液卵の開発、卵殻膜の有効利用

の研究等を行っております。 

 今後は上記のような研究開発活動の他に、卵殻の有効利用や新たな液卵の殺菌技術の開発なども行って

いく予定であります。 

 当事業年度における研究開発費の総額は78,197千円であります。 

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。 

この財務諸表の作成に当たって採用している会計方針は、「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等

重要な会計方針」に記載のとおりであります。財務諸表の作成においては、過去の実績やその時点で

の合理的と考えられる情報に基づき、会計上の見積りを行っておりますが、見積りには不確実性が伴

い実際の結果は異なる場合があります。 

  

(2)財政状態の分析 

 （資産） 

流動資産の残高は、前事業年度末に比べて346百万円増加（16.6％増）し、2,429百万円となりまし

た。これは主に、現金及び預金が215百万円増加したことや、たな卸資産の増加408百万円、売掛金の

減少199百万円によるものであります。 

 固定資産の残高は、前事業年度末に比べて736百万円減少（14.7％減）し、4,288百万円となりまし

た。これは主に、旧関西事業部の土地及び建物に対する減損損失や減価償却等による有形固定資産の

減少738百万円によるものであります。 

 この結果、総資産は、前事業年度末に比べて390百万円減少（5.5％減）し、6,717百万円となりま

した。 

（負債） 

流動負債の残高は、前事業年度末に比べて187百万円増加（10.9％増）し、1,916百万円となりまし

た。これは主に、短期借入金の増加301百万円や買掛金の減少196百万円、未払法人税等の増加84百万

円によるものであります。 

 固定負債の残高は、長期借入金が303百万円減少したこと等により、267百万円減少（9.6％減）

し、2,503百万円となりました。 

 この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて79百万円減少（1.8％減）し、4,419百万円となりま

した。 

（資本） 

資本合計は、前事業年度末に比べて311百万円減少（11.9％減）し、2,297百万円となりました。こ

れは主に、当期純損失260百万円を計上したことや配当金の支払55百万円により、利益剰余金が316百

万円減少したことによるものであります。 

  

(3)経営成績の分析 

（売上高） 

売上高は、前事業年度に比べ0.8％減の8,886百万円(前事業年度は8,956百万円）となりました。こ

れは、鶏卵相場が前事業年度比で9.4％（19円）低下し、販売単価が下落したためであります。液卵

販売量につきましては、新規得意先への販売が伸びたこともあり、前事業年度比1.7％増加いたしま

した。 

（売上原価、販売費及び一般管理費） 

売上原価は、前事業年度に比べ2.0％減の7,496百万円（前事業年度は7,651百万円）となりまし

た。これは、材料費が前事業年度に比べ3.9％減の5,190百万円（前事業年度は5,401百万円）となっ

たことや、減価償却費が前事業年度比12.7％減の337百万円（前事業年度は386百万円）となったこ



と、また原料在庫の増加により保管料が前事業年度比185.2％増の97百万円（前事業年度は34百万

円）となったこと、運賃が、原料集荷増や前事業年度に一時期自社配送を行ったことにより別科目で

経費を計上したこともあり前事業年度比31.3％増の305百万円（前事業年度は232百万円）となったこ

と等によるものであります。 

販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ4.0％増の1,217百万円（前事業年度は1,169百万円）

となりました。液卵販売量の増加による運賃の増加や製品在庫増による保管料の増加等によるもので

あります。 

（特別損益） 

「固定資産の減損に係る会計基準」の適用に伴い、旧関西事業部の土地及び建物について減損損失

389百万円を計上しました。 

この結果、当期純損益は260百万円の純損失となりました。 

  

(4)経営成績に重要な影響を与える要因について 

   「４ 事業等のリスク」を参照願います。 

  

(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当期におけるキャッシュ・フローについては、「１ 業績等の概要(２)キャッシュ・フローの状況」

に記載しております。 

  

(6)経営者の問題認識と今後の方針について 

「３ 対処すべき課題」を参照願います。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社では、安全・安心な製品を安定的に供給できる体制を拡充するため、総額65,676千円の設備投資を

行いました。その主なものは、福岡事業部における割卵機の増設費45,900千円であります。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外数で表示しております。 

３ 上記のほか、主要な賃借およびリース設備として次のものがあります。 

  

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

平成18年３月31日現在で確定している重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業 
員数 
(名)建物

機械及び
装置及び 
車両運搬具

工具器具
備品

土地
(面積㎡)

合計

福岡事業部及び本社 
(福岡県粕屋郡粕屋町)

事務所・ 
液卵製造設備

275,430 101,089 7,331
422,988

(13,038.18)
806,839 32[62]

関東事業部 
(茨城県水戸市)

液卵製造設備 568,103 109,292 6,476
324,849

(11,920.66)
1,008,720 28[79]

名古屋事業部 
(愛知県安城市)

液卵製造設備 63,347 24,800 2,651
471,790
(4,424.69)

562,589 13[21]

関西事業部 
(京都府綴喜郡井手町)

液卵製造設備 701,599 315,579 9,508
497,360

(18,407.55)
1,524,046 12[62]

事業所名 設備の内容 リース期間
年間リース料
(千円)

リース契約残高 
(千円)

名古屋事業部 液卵製造設備
平成12年９月～
平成20年８月

3,204 5,510

関東事業部 液卵製造設備
平成13年７月～
平成21年９月

10,940 35,997



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

   発行価格  735円 

   引受価格  690円 

   発行価額  533円 

   資本組入額 277円 

２ 平成14年５月20日に、平成14年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、所有株

式数を１株につき1.1株の割合をもって分割いたしました。 

３ 平成16年５月20日に、平成16年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、所有株

式数を１株につき1.1株の割合をもって分割いたしました。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 16,792,000

計 16,792,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 5,563,580 5,563,580
ジャスダック証券
取引所

―

計 5,563,580 5,563,580 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年８月29日 
(注)１

400,000 4,598,000 110,800 455,850 165,200 366,322

平成14年５月20日 
(注)２

459,800 5,057,800 ― 455,850 ― 366,322

平成16年５月20日 
(注)３

505,780 5,563,580 ― 455,850 ― 366,322



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 自己株式6,790株は「個人その他」に67単元、「単元未満株式の状況」に90株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 10 6 55 6 ― 1,824 1,901 ―

所有株式数 
(単元)

― 6,611 106 4,038 2,689 ― 42,129 55,573 6,280

所有株式数 
の割合(％)

― 11.88 0.19 7.27 4.84 ― 75.82 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

藤井 徳夫 福岡市東区 1,273 22.89

藤井 宗徳 愛知県安城市 662 11.90

藤井 泰子 福岡市東区 569 10.24

藤井 智徳 福岡市東区 287 5.16

宇高 紫乃 山口県山口市 275 4.94

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13－１ 229 4.13

エイチエスビーシー バンク 
ピーエルシー アカウント ア
トランティスジャパングロース
ファンド 
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店)

２コープホールアヴェニューロンドンＥＣ２
Ｒ７ＤＡ，英国 
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)

200 3.61

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 125 2.25

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝３丁目33番１号 96 1.73

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 89 1.61

計 ― 3,810 68.49



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式90株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 6,700

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,550,600 55,506 ―

単元未満株式 普通株式 6,280 ― ―

発行済株式総数 5,563,580 ― ―

総株主の議決権 ― 55,506 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
イフジ産業株式会社

福岡県粕屋郡粕屋町大字
戸原200番地の１

6,700 ― 6,700 0.12

計 ― 6,700 ― 6,700 0.12



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する適切な利益還元は重要な経営目標と位置づけております。 

 また、当社の属する液卵製造業界において市場競争力を確保し、シェア及び収益の向上を図るために

は、製造設備、研究開発等の積極的な投資が必要であると考えております。 

株主の皆様に対する利益還元策としては、経営体質の強化や今後の事業展開を勘案し、配当性向25～

30％を目標としております。そういう中で、当事業年度においては減損会計の適用により大幅な当期純

損失を計上いたしました。しかしながら、株主の皆様への配当を維持いたしたく、別途積立金を取り崩

すことにより、当事業年度の配当金は１株当たり10円とさせていただきました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので第33期は( )表示をしており、平成16年12

月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２ 当社株式は、平成13年８月29日から日本証券業協会に店頭登録されております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 840 665 730 (940) 900 782

最低(円) 520 480 575 (593) 710 644

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 782 744 735 730 717 715

最低(円) 720 701 704 701 644 670



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

藤 井 徳 夫 昭和16年２月13日生

昭和39年４月 藤井養鶏場創業

1,273昭和47年10月 当社設立 

代表取締役社長就任(現任)

常務取締役 経営企画室長 仁田坂   功 昭和28年８月７日生

昭和51年４月 当社入社

15

平成８年４月 当社総務部長

平成８年６月 当社取締役就任

平成12年４月 当社経営企画室長(現任)

平成14年６月 当社常務取締役就任(現任)

常務取締役 関東事業部長 池 田 賢次郎 昭和34年３月29日生

昭和56年４月 当社入社

22

平成８年４月 当社関東事業部長(現任)

平成10年６月 当社取締役就任

平成11年４月 当社名古屋事業部長

平成15年６月 当社常務取締役就任(現任)

取締役 総務部長 田 中 一 彦 昭和22年９月10日生

昭和45年４月 株式会社福岡銀行入行

6

平成11年１月 同社検査部

平成12年１月 当社出向

平成12年４月 当社総務部長(現任)

平成13年６月 当社取締役就任(現任)

取締役 福岡事業部長 坂 本   勇 昭和29年７月６日生

昭和55年４月 当社入社

7平成13年２月 当社福岡事業部長(現任)

平成14年６月 当社取締役就任(現任)

取締役 山 村 正 幸 昭和16年11月２日生

昭和39年４月 株式会社日本興業銀行入行

3

平成２年６月 同社市場開発部長

平成４年６月 和光証券株式会社 

常務取締役引受本部長就任

平成11年６月 和光ファイナンス株式会社 

代表取締役社長就任

平成15年６月 当社取締役就任(現任)

監査役 
(常勤)

具 島 輝 幸 昭和15年６月18日生

昭和40年４月 九州松下電器株式会社入社

2平成８年４月 同社人材開発センター所長 

平成14年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 財 部 忠 夫 昭和16年３月９日生

昭和39年４月 川崎製鉄株式会社入社

2

平成８年４月 下関市立大学経済学部教授就任

平成10年６月 当社監査役就任(現任)

平成16年４月 中村学園大学流通科学部教授就任

(現任)

監査役 酒 井 善 浩 昭和17年１月15日生

昭和40年４月 中小企業金融公庫入行

2

平成11年１月 株式会社ジャパン・プレジデン

ツ・ネットワーク 

福岡第三支局長就任(現任)

平成16年６月 当社監査役就任(現任)

計 1,335



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は株主から託された資本を用いて事業活動を行い、企業価値を増大させることが大きな使命の一

つであると考えております。また、当社は公開会社であることから株主の付託に応えることはもちろ

ん、お取引先、地域社会や地域住民の方々、従業員等に対する社会的責任を果たしていくことも重要な

責務であると考えております。 

これらの使命や責務を果たしていくためには、コーポレート・ガバナンスの確立が経営の大きな課題

であると認識しております。 

この認識のもと、当社は取締役会を毎月開催し、毎月の業務報告を行い、また、経営上の諸問題を討

議し、的確な意思決定や業務執行、並びに監督・監視が出来る体制を構築しております。その他、会計

上の問題や企業倫理、法令上の問題については、監査法人や顧問弁護士等に随時相談しております。 

(2)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の内容 

取締役会は６名の取締役で構成されており、社外取締役は任用しておりません。定例の取締役会お

よび随時に取締役間の打合せを行い、円滑な業務執行と取締役間の執行監視を行っております。 

当社は監査役制度を採用しており、監査役は常勤監査役1名、非常勤監査役２名の計３名で、すべ

て社外監査役を任用しております。取締役会及び社内会議に出席し、業務執行について厳正な監視を

行っております。 

②内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

内部管理体制につきましては、社長直属の内部監査室(２名)を設置し、業務の適正な運営、改善、

効率化を図ることを目的として内部監査を実施しており、適宜各部門に対する改善指導と社長に対す

る報告書の提出を行ない、各部門はそれを受けて前向きに業務改善に取り組んでおります。また、経

営理念に基づき、会社及び社員の行動指針と各部門における事業活動の基準を定めた「企業活動の基

本方針と行動指針」を策定しており、社員の法令遵守の意識の強化に努めております。 

法令上の諸問題につきましては、弁護士事務所と顧問契約を締結しており、法律上に関わる問題が

生じた時にはアドバイスを受けております。 

証券取引法に基づく会計監査につきましては、監査法人トーマツから会計監査を受けております

が、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係

はなく、また、同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超

えて関与することのないよう措置をとっております。当社は同監査法人との間で、証券取引法監査に

ついて、監査契約書を締結し、それに基づき報酬を支払っております。当期において業務を執行した

公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については下記のとおりであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

 指定社員 業務執行社員：福岡 典昭、竹之内 髙司 

会計監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ４名、会計士補 ６名、その他 ３名 

  



当社の経営組織管理体制を図で示すと次のとおりであります 

  

 

  

③役員報酬及び監査報酬の内容は以下のとおりであります。 

役員報酬等の内容 

１ 取締役及び監査役に支払った報酬 

 
２ 使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額 

 
  

監査報酬等の内容 

  監査法人に支払った報酬 

 
  

(3)会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

  

(4)コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組の最近1年間における実施状況 

会社の業務の執行状況について、月例の取締役会に加え毎月事業部長会議を開催し、各事業部の業

況の報告及び検討を行っております。また、毎週月曜日の連絡会議で取締役および監査役並びに製造

担当責任者、購買担当責任者を交えて報告および検討を行い、必要に応じて当該業務への指示がなさ

れており、当社の経営上重要な会議の１つとなっております。 

 また、個人情報保護法の施行に伴い、社内における個人情報の管理を厳正に行うために「個人情報

保護規程」を制定いたしました。 

  

 取締役 ６名 74,160千円

 監査役 ２名 2,760千円

 取締役 ２名 14,778千円(賞与含む)

公認会計士法(昭和23年法律第103
号)第２条第１項に規定する業務
に基づく報酬

15,500千円

公認会計士法(昭和23年法律第103
号)第２条第１項に規定する業務
に基づく報酬以外の報酬

―  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則

第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日

まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、監査法人トー

マツにより監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な

判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりでありま

す。 

 
※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

① 資産基準 0.7％

② 売上高基準 0.2％

③ 利益基準 △2.2％

④ 利益剰余金基準 2.0％



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ＊１ 373,298 588,745

 ２ 受取手形 98,009 125,502

 ３ 売掛金 1,233,638 1,034,406

 ４ 商品 28,639 21,631

 ５ 製品 128,141 424,954

 ６ 原材料 66,431 192,643

 ７ 仕掛品 21,064 14,358

 ８ 貯蔵品 16,737 15,977

 ９ 前払費用 10,635 10,352

 10 未収消費税等 ― 6,679

 11 未収法人税等 107,762 ―

 12 繰延税金資産 5,400 12,000

 13 その他流動資産 11,817 1,139

   貸倒引当金 △18,300 △19,000

   流動資産合計 2,083,276 29.3 2,429,392 36.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ＊１ 3,090,270 3,062,413

    減価償却累計額 1,291,557 1,798,713 1,453,932 1,608,480

  (2) 機械及び装置 ＊１ 1,762,946 1,768,747
    減価償却累計額 1,090,840 672,105 1,226,843 541,904

  (3) 車両運搬具 41,391 43,166
    減価償却累計額 30,384 11,006 34,308 8,857

  (4) 工具器具備品 ＊１ 127,326 131,475
    減価償却累計額 96,199 31,126 105,508 25,967

  (5) 土地 ＊１ 2,112,247 1,716,987

  (6) 建設仮勘定 15,000 ―

   有形固定資産合計 4,640,199 65.3 3,902,197 58.1

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 38,643 28,746

  (2) 電話加入権 3,085 3,085

  (3) その他無形固定資産 86 74

   無形固定資産合計 41,816 0.6 31,907 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 112,310 83,256

  (2) 関係会社株式 117,554 117,554

  (3) 出資金 200 200

  (4) 従業員長期貸付金 70 ―

  (5) 破産更生債権等 3,877 3,183

  (6) 長期未収入金 6,364 2,606

  (7) 差入保証金 11,634 12,629

  (8) 長期前払費用 1,259 4,893

  (9) 繰延税金資産 85,623 124,626

  (10) その他投資 14,389 13,511

    貸倒引当金 △10,700 △8,558

   投資その他の資産合計 342,582 4.8 353,903 5.2

   固定資産合計 5,024,598 70.7 4,288,008 63.8

   資産合計 7,107,874 100.0 6,717,400 100.0

 



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ＊１ 484,090 287,505

 ２ 短期借入金 ＊１ 1,001,760 1,303,501

 ３ 未払金 1,805 438

 ４ 未払法人税等 ― 84,643

 ５ 未払消費税等 40,508 ―

 ６ 未払費用 162,051 204,942

 ７ 預り金 5,187 6,536

 ８ 賞与引当金 30,000 28,000

 ９ その他流動負債 3,157 654

   流動負債合計 1,728,560 24.3 1,916,221 28.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ＊１ 2,461,842 2,158,341

 ２ 役員退職慰労引当金 284,371 320,871

 ３ その他固定負債 24,352 24,352

   固定負債合計 2,770,565 39.0 2,503,564 37.3

   負債合計 4,499,125 63.3 4,419,786 65.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ＊２ 455,850 6.4 455,850 6.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 366,322 366,322

   資本剰余金合計 366,322 5.2 366,322 5.5

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 40,200 40,200

 ２ 任意積立金

    固定資産圧縮積立金 ― 68,944

    別途積立金 1,475,000 1,525,000

 ３ 当期未処分利益又は 
   当期未処理損失（△）

267,257 △167,882

   利益剰余金合計 1,782,457 25.1 1,466,262 21.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金 7,884 0.1 13,317 0.2

Ⅴ 自己株式 ＊３ △3,764 △0.1 △4,137 △0.1

   資本合計 2,608,748 36.7 2,297,613 34.2

   負債資本合計 7,107,874 100.0 6,717,400 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   製商品売上高 8,956,475 8,956,475 100.0 8,886,460 8,886,460 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首製商品たな卸高 243,194 156,781

 ２ 当期商品仕入高 373,311 638,430

 ３ 当期製品製造原価 ＊１ 7,191,800 7,148,262

    合計 7,808,306 7,943,474

 ４ 期末製商品たな卸高 156,781 7,651,524 85.4 446,585 7,496,888 84.4

   売上総利益 1,304,950 14.6 1,389,571 15.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊１

 １ 旅費交通費 53,612 46,229

 ２ 保管料 77,014 105,146

 ３ 運賃 366,453 454,032

 ４ 車両費 49,090 6,875

 ５ 貸倒引当金繰入額 2,900 ―

 ６ 役員報酬 74,270 76,920

 ７ 給料手当 199,629 174,860

 ８ 従業員賞与 11,603 13,756

 ９ 賞与引当金繰入額 13,014 13,012

 10 役員退職慰労引当金 
   繰入額

37,613 36,500

 11 厚生費 42,160 45,015

 12 減価償却費 34,522 29,703

 13 賃借料 29,833 29,558

 14 事務用消耗品費 10,963 11,876

 15 保険料 14,593 15,171

 16 その他 152,692 1,169,968 13.1 158,475 1,217,133 13.7

   営業利益 134,981 1.5 172,438 1.9



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 63 209

 ２ 受取配当金 646 732

 ３ 業務受託収入 ＊２ 3,600 3,600

 ４ 賃貸料収入 9,120 9,120

 ５ 投資事業組合投資利益 9,958 7,857

 ６ その他営業外収益 11,780 35,168 0.4 8,778 30,297 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 40,844 33,487

 ２ その他営業外費用 2,078 42,922 0.5 3,977 37,465 0.4

   経常利益 127,227 1.4 165,269 1.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ＊３ ― 26,611

 ２ 投資有価証券売却益 860 17,794

 ３ 補助金収入 138,462 139,322 1.6 15,905 60,310 0.7

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除売却損 ＊４ 31,098 26,679

 ２ 投資有価証券売却損 ― 273

 ３ 減損損失 ＊５ ― 389,920

 ４ 輸入卵異常歩留損失 ― 31,098 0.4 31,002 447,876 5.1

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失（△）

235,451 2.6 △222,295 △2.5

   法人税、住民税び 
   事業税

42,167 80,726

   法人税等調整額 66,200 108,367 1.2 △42,400 38,326 0.4

   当期純利益又は当期 
   純損失（△）

127,084 1.4 △260,622 △2.9

   前期繰越利益 140,172 92,739

   当期未処分利益又は 
   当期未処理損失（△）

267,257 △167,882



製造原価明細書 

  

 
  

(注)  

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 5,401,759 75.0 5,190,053 72.4

Ⅱ 労務費 530,590 7.3 551,415 7.7

Ⅲ 経費 ＊１ 1,273,342 17.7 1,431,090 19.9

  当期総製造費用 7,205,692 100.0 7,172,559 100.0

  期首仕掛品たな卸高 7,172 21,064

合計 7,212,864 7,193,623

  期末仕掛品たな卸高 21,064 14,358

  他勘定振替高 ＊２ ― △31,002

  当期製品製造原価 7,191,800 7,148,262

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

＊１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。

運賃 232,599千円

減価償却費 386,885

水道光熱費 174,016

＊１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。

運賃 305,351千円

減価償却費 337,917

水道光熱費 187,178

＊２       ―――――――

 

＊２ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

輸入卵異常歩留損失（特別損失） 31,002千円

    輸入原料卵の規格認識相違を主な原因として 

    製造工程における異常歩留りが発生したため 

    計上したものであります。

 ３ 原価計算の方法

   当社の原価計算の方法は、組別工程別総合原価計

算を採用しております。

 ３ 原価計算の方法

同左



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失(△）

235,451 △222,295

 ２ 減価償却費 424,204 370,041

 ３ 減損損失 ― 389,920

 ４ 貸倒引当金の増減額（△：減少） 2,900 △1,441

 ５ 賞与引当金の減少額 △8,000 △2,000

 ６ 役員退職慰労引当金の増加額 36,112 36,500

 ７ 補助金収入 △138,462 △15,905

 ８ 投資有価証券売却益 △860 △17,794

 ９ 投資有価証券売却損 ― 273

 10 投資事業組合投資利益 △9,958 △7,857

 11 受取利息及び受取配当金 △710 △941

 12 支払利息 40,844 33,487

 13 固定資産売却益 ― △26,611

 14 固定資産除売却損 31,098 26,679

 15 売上債権の増減額（△：増加） △457,795 172,432

 16 たな卸資産の増減額（△：増加） 39,135 △408,551

 17 仕入債務の増減額（△減少） 309,836 △196,585

 18 未払消費税等の増減額（△：減少） 61,051 △47,188

 19 役員賞与の支払額 △17,250 ―

 20 その他 △57,614 57,576

    小計 489,983 139,740

 21 利息及び配当金の受取額 698 941

 22 利息の支払額 △40,005 △32,923

 23 法人税等の支払額 △322,729 106,078

   営業活動によるキャッシュ・フロー 127,947 213,837



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の払出による収入 197,500 77,500

 ２ 定期預金の預入れによる支出 △177,500 △77,500

 ３ 有形固定資産取得による支出 △631,923 △65,413

 ４ 有形固定資産売却による収入 ― 53,900

 ５ 有形固定資産の除却に伴う支出 △12,000 ―

 ６ 無形固定資産取得による支出 △15,400 △1,630

 ７ 投資有価証券の売却による収入 2,860 40,782

 ８ 投資有価証券の取得による支出 △1,346 △2,320

 ９ 貸付金の回収による収入 454 253

 10 長期未収入金の回収による収入 4,879 3,758

 11 投資事業組合分配金による収入 31,520 18,200

 12 補助金収入 138,462 15,905

 13 その他の投資支出 △2,233 △4,093

   投資活動によるキャッシュ・フロー △464,728 59,340

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 516,000 400,000

 ２ 長期借入金の返済による支出 △520,814 △401,760

 ３ 自己株式の取得による支出 △966 △372

 ４ 配当金の支払額 △100,818 △55,598

   財務活動によるキャッシュ・フロー △106,598 △57,730

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △443,379 215,446

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 739,177 295,798

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 295,798 511,245



④ 【利益処分計算書】 

  

 
(注)１ 固定資産圧縮積立金、固定資産圧縮積立金取崩額は租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

  ２ 日付は、株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成17年６月29日)

当事業年度 
(平成18年６月27日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益又は 
  当期未処理損失（△）

267,257 △167,882

Ⅱ 任意積立金取崩額

  １ 固定資産圧縮積立金 
    取崩額

― 10,213

  ２ 別途積立金取崩額 ― ― 250,000 260,213

合   計 267,257 92,331

Ⅲ 利益処分額

  １ 配当金 55,573 55,567

  ２ 任意積立金

     固定資産圧縮積立金 68,944 1,724

     別途積立金 50,000 174,517 ― 57,292

Ⅳ 次期繰越利益 92,739 35,038



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

    期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

時価のないもの

     移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

      同左

時価のないもの

     同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品、製品、原材料、仕掛品

    移動平均法による原価法

(2) 貯蔵品

    最終仕入原価法

(1) 商品、製品、原材料、仕掛品 

      同左 

(2) 貯蔵品 

      同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

   定率法

ただし平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備は除く)に

ついては定額法

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

    建物      ７～31年

    機械及び装置  ２～８年

(1) 有形固定資産 

      同左

(2) 無形固定資産 

  定額法

ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額

法

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用 

  定額法

(3) 長期前払費用 

      同左



  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等の特定の債権については個別

に回収可能性を検討し回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

      同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。

(2) 賞与引当金

      同左

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、役員退職慰労金内規に

基づく期末要支給額の100％を計

上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

      同左

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 従業員の退職金制度について

当事業年度から、従業員の退職

金制度については、中小企業退

職金共済事業団掛金制度から脱

退し、資格等級に応じて一定金

額を月額給与に上乗せして支給

する前払退職金制度に移行して

おります。

(1) 従業員の退職金制度について

従業員の退職金制度について

は、資格等級に応じて一定金額

を月額給与に上乗せして支給す

る前払退職金制度を採用してお

ります。

(2) 消費税等の会計処理

  税抜方式を採用しております。

(2) 消費税等の会計処理

同左



  

会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――

固定資産の減損に係る会計基準

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。

 これにより、税引前当期純利益が389,920千円減少

しております。

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(損益計算書)

  前事業年度まで区分掲記していた受取保険金(当事

業年度2,688千円)及び助成金収入(当事業年度510千

円)は営業外収益の10/100以下のため、その他営業外

収益に含めております。

(貸借対照表)

 「金融商品会計に関する実務指針」(会計制度委員

会報告第14号)が平成17年２月15日付で改正されたこ

とに伴い、当事業年度から投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資(証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの)を投資有価証券と

して表示する方法に変更いたしました。

 なお、当事業年度の投資有価証券に含まれる当該出

資の額は54,839千円であり、前事業年度は出資金に

79,250千円含まれております。

また、上記に伴い、前事業年度まで、投資事業有限

責任組合分配金は、投資活動におけるキャッシュ・フ

ローにおける出資金の回収による収入に含めて表示し

ておりましたが、当事業年度より、投資事業組合分配

金による収入として表示しております。

――――――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

＊１ このうち、担保に供している資産及び対応する債

務は、次のとおりであります。

 (1) 担保に供している資産

定期預金 7,500千円

建物 1,798,713

機械及び装置 237,252

工具器具備品 128

土地 2,033,208

計 4,076,803

＊１ このうち、担保に供している資産及び対応する債

務は、次のとおりであります。

 (1) 担保に供している資産

定期預金 7,500千円

建物 1,608,480

機械及び装置 179,862

工具器具備品 115

土地 1,664,336

計 3,460,295

 (2) 対応する債務

買掛金 33,076千円

短期借入金 600,000

長期借入金 2,863,602

(１年内返済予定額を含む)

計 3,496,678

 (2) 対応する債務

買掛金 19,088千円

短期借入金 1,000,000

長期借入金 2,461,842

(１年内返済予定額を含む)

計 3,480,930

＊２ 会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数

   会社が発行する株式の総数

普通株式 16,792,000株

発行済株式の総数 普通株式  5,563,580

＊２ 会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数

   会社が発行する株式の総数

普通株式 16,792,000株

発行済株式の総数 普通株式  5,563,580

＊３ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は普通株式6,270株

であります。

＊３ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は普通株式6,790株

であります。

４ 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は7,884千円

であります。

４ 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は13,317千

円であります。



(損益計算書関係) 

  

 
  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

＊１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

71,848千円

＊１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

78,197千円

＊２ 関係会社に対するものであります。 ＊２ 関係会社に対するものであります。

 

＊３      ―――――――

＊４ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 23,027千円

機械及び装置 6,404

車両運搬具 306

工具器具備品 1,360

計 31,098

 

 

＊３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 26,611千円

＊４ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物 5,547千円

機械及び装置 20,811

車両運搬具 82

工具器具備品 238

計 26,679

 

＊５ 減損損失

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上いたしました。

用途 種類 場所

遊休 土地及び建物 奈良県奈良市

 当社は、原則として事業部別に区分し、将来の使

用が見込まれていない遊休資産については個々の物

件単位で資産のグルーピングを行っております。

 上記の土地及び建物については、平成16年３月ま

で旧関西事業部の工場として液卵を製造しておりま

したが、平成16年３月下旬に京都府綴喜郡井手町に

関西事業部を移設し、それに伴い新工場が稼動を開

始したため、現在は遊休資産となっており、今後利

用する計画はなく、地価も著しく下落しているた

め、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（389,920千円）として特別損失に計上いたしま

した。その金額の内訳は、建物21,048千円及び土地

368,871千円であります。

 なお、回収可能価額は不動産鑑定評価額によって

おります。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金 373,298千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△77,500

現金及び現金同等物 295,798

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金 588,745千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△77,500

現金及び現金同等物 511,245



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

機械及び装置

 取得価額相当額 112,692千円

 減価償却累計額相当額 57,040

 期末残高相当額 55,652

   

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

 

機械及び装置

取得価額相当額 105,762千円

減価償却累計額相当額 64,254

減損損失累計額相当額 ―

期末残高相当額 41,507

同左

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 14,144千円

１年超 41,507

計 55,652

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。

 
 

② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産 

  減損勘定期末残高

  未経過リース料期末残高相当額

１年以内 13,220千円

１年超 28,287

計 41,507

リース資産減損勘定期末残高 ―

 

同左

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 14,606千円

減価償却費相当額 14,606

③ 支払リース料及びリース資産減損勘定の取崩額、 

  減価償却費相当額、減損損失

支払リース料 14,144千円

リース資産減損勘定の取崩額 ―

減価償却費相当額 14,144

減損損失 ―

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) １ 時価が取得原価の50％を下回った場合には減損処理することにしております。 

２ 当事業年度においては減損を行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

 
  

３ その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額 

該当事項はありません。 

  

４ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  売却金額の合計額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額 
が取得原価を 
超えるもの

① 株式 28,063 45,697 17,634

② 債券 ― ― ―

③ その他 8,617 9,246 629

計 36,680 54,944 18,264

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額 
が取得原価を 
超えないもの

① 株式 1,240 986 △253

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 1,240 986 △253

合計 37,920 55,930 18,010

区分
貸借対照表計上額

(千円)

子会社株式及び関連会社株式 
 子会社株式

117,554

その他有価証券

 ①非上場株式

②投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出

資

1,540

54,839

合 計 173,933



当事業年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) １ 時価が取得原価の50％を下回った場合には減損処理することにしております。 

２ 当事業年度においては減損を行っておりません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

 
  

３ その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額 

該当事項はありません。 

  

４ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

   

 
  

  

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額 
が取得原価を 
超えるもの

① 株式 11,124 17,714 6,590

② 債券 ― ― ―

③ その他 5,355 8,847 3,492

計 16,479 26,561 10,082

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額 
が取得原価を 
超えないもの

① 株式 ― ― ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 ― ― ―

合計 16,479 26,561 10,082

区分
貸借対照表計上額

(千円)

子会社株式及び関連会社株式 
 子会社株式

117,554

その他有価証券

 ①非上場株式

②投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出

資

2,040

54,655

合 計 174,249

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

40,782 17,794 273



(デリバティブ取引関係) 

 前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

 当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

(退職給付関係) 

 前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当事業年度から、従業員の退職金制度については、中小企業退職金共済事業団の共済制度から脱退

し、資格等級に応じて一定金額を月額給与に上乗せして支給する前払退職金制度に移行しており、月額

給与に上乗せして支給した前払退職金の合計額は14,593千円であります。 

  

 当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

従業員の退職金制度については、資格等級に応じて一定金額を月額給与に上乗せして支給する前払退

職金制度を採用しており、月額給与に上乗せして支給した前払退職金の合計額は13,638千円でありま

す。 

  

  



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  （繰延税金資産）

役員退職慰労引当金否認 114,885千円

賞与引当金繰入限度超過額 12,120

固定資産除売却損否認 5,339

出資金評価損否認 2,034

投資有価証券評価損否認 2,926

ソフトウェア償却限度超過額 1,152

その他 6,575

合計 145,034
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  （繰延税金資産）

役員退職慰労引当金否認 129,631千円

未払事業税否認 6,220

固定資産減損会計否認 157,081

賞与引当金繰入限度超過額 11,312

その他 7,071

小計 311,316

評価性引当額 129,631

合計 181,684

 

  （繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 46,734

その他有価証券評価差額金 7,276

合計 54,010

繰延税金資産の純額 91,023
 

  （繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 40,984

その他有価証券評価差額金 4,073

合計 45,058

繰延税金資産の純額 136,626

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別内訳

法定実効税率 40.40％

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

4.18

その他 1.44

合計 46.02

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別内訳

法定実効税率 40.40％

交際費等永久に損金に
算入されない項目

△3.48

評価性引当額 △58.32

試験研究費特別控除 3.55

その他 0.61

合計 △17.24



(持分法損益等) 

 前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、関連会社を有しておりませんので該当事項はありません。 

  

 当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、関連会社を有しておりませんので該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

 前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

 当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注)１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、前事業年度については潜在株式が存在しないため、当事

業年度については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  ２ １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△)の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 469円43銭 413円48銭

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失(△)
22円87銭 △46円90銭

 

当社は、平成16年５月20日付で株式１
株につき1.1株の株式分割を行っており
ます。当該株式分割が前期首に行われた
と仮定した場合の前事業年度における１
株当たり情報については、以下のとおり
となります。

１株当たり 
純資産額

464円43銭

１株当たり 
当期純利益

74円86銭

―――――――

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) 127,084 △260,622

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は
普通株式に係る当期純損失(△)(千円)

127,084 △260,622

普通株式の期中平均株式数(株) 5,557,796 5,557,037



(重要な後発事象) 

 前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

 当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

該当事項はありません。 

  

【その他】 

  

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(千円)

森永製菓株式会社 33,104 10,593

井村屋製菓株式会社 5,089 3,267

リックス株式会社 2,400 2,546

株式会社ドゥ・イット・ナウ 5 1,000

投資有価
証券

その他有
価証券 株式会社グリーンクロス 1,000 650

株式会社トーニン 1,000 540

日本製粉株式会社 887 502

株式会社浄水倶楽部 10 500

日糧製パン株式会社 1,000 155

計 44,495 19,754

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額 

(千円)

投資有価
証券

その他有
価証券

ジャフコ・ジー８(エー)号 
投資事業組合

1 54,655

ノムラ日本株戦略ファンド 9,694,621 8,847

計 9,694,622 63,502



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 
  

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりです。 

 

 

 
     なお、当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 3,090,270 4,038
31,896
(21,048)

3,062,413 1,453,932 167,674 1,608,480

 機械及び装置 1,762,946 64,548 58,746 1,768,747 1,226,843 173,038 541,904

 車両運搬具 41,391 3,425 1,650 43,166 34,308 5,491 8,857

 工具器具備品 127,326 7,034 2,885 131,475 105,508 11,955 25,967

 土地 2,112,247 ―
395,260
(368,871)

1,716,987 ― ― 1,716,987

 建設仮勘定 15,000 32,754 47,754 ― ― ― ―

有形固定資産計 7,149,182 111,800
538,192
(389,920)

6,722,790 2,820,593 358,160 3,902,197

無形固定資産

 ソフトウェア 56,719 1,630 ― 58,349 29,602 11,526 28,746

 電話加入権 3,085 ― ― 3,085 ― ― 3,085

 その他無形固定資産 242 ― ― 242 167 12 74

無形固定資産計 60,047 1,630 ― 61,677 29,770 11,539 31,907

長期前払費用 7,053 8,676 9,515 6,214 1,320 342 4,893

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

機械及び装置 福岡事業部の割卵機の増設 45,900 千円

土地 旧関西事業部の減損損失によるもの 368,871 千円

建物 旧関西事業部の減損損失によるもの 21,048 千円

機械及び装置 除却処理によるもの 20,760 千円



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

  

 
  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 600,000 1,000,000 0.784 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 401,760 303,501 1.406 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

2,461,842 2,158,341 0.814 平成29年３月25日

合計 3,463,602 3,461,842 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 343,611 298,136 266,224 253,960



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式は6,790株であります。 

２ 任意積立金の増加は、すべて前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注)貸倒引当金の当期減少額「その他」は洗替による戻入額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金               (千円) 455,850 ― ― 455,850

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (5,563,580) (―) (―) (5,563,580)

普通株式 (千円) 455,850 ― ― 455,850

計 (株) (5,563,580) (―) (―) (5,563,580)

計 (千円) 455,850 ― ― 455,850

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金)

株式払込剰余金 (千円) 366,322 ― ― 366,322

計 (千円) 366,322 ― ― 366,322

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (千円) 40,200 ― ― 40,200

(任意積立金)

固定資産圧縮積立金 (千円) ― 68,944 ― 68,944

別途積立金 (千円) 1,475,000 50,000 ― 1,525,000

計 (千円) 1,515,200 118,944 ― 1,634,144

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 29,000 27,558 1,441 27,558 27,558

賞与引当金 30,000 28,000 30,000 ― 28,000

役員退職慰労引当金 284,371 36,500 ― ― 320,871



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
(注) 有限会社川崎商事ほか 

  

期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 9,270

預金

 当座預金 10,792

 普通預金 490,099

 その他預金 1,082

 定期預金 77,500

計 579,473

合計 588,745

相手先 金額(千円)

オハヨー乳業株式会社 33,900

株式会社フランソア 11,846

旭電化工業株式会社 10,693

山崎製パン株式会社 10,342

七福食品株式会社 10,096

その他 (注) 48,624

合計 125,502

期日 金額(千円)

平成18年４月満期 74,586

  〃 ５月 〃 41,518

  〃 ６月 〃 4,898

  〃 ７月 〃 1,500

  〃 ８月 〃 1,500

  〃 ９月 〃 1,500

合計 125,502



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 
(注) 株式会社リョーユーパンほか 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 商品 

  

 
  

相手先 金額(千円)

株式会社あじかん 104,705

トーワ物産株式会社 67,229

山崎製パン株式会社 52,226

株式会社ロッテ 40,043

丸木商事株式会社 38,511

その他 (注) 731,690

合計 1,034,406

前期繰越高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,233,638 9,330,783 9,530,015 1,034,406 90.2 44.36

品名 金額(千円)

凍結卵 21,631

合計 21,631



⑤ 製品 

  

 
  

⑥ 原材料 

  

 
  

⑦ 仕掛品 

  

 
  

⑧ 貯蔵品 

  

 
  

品名 金額(千円)

凍結卵 401,796

生液卵 14,104

液卵計 415,901

卵加工品 9,053

合計 424,954

品名 金額(千円)

原料卵 190,822

砂糖その他 1,820

合計 192,643

品名 金額(千円)

生液卵 13,371

卵加工品 987

合計 14,358

品名 金額(千円)

包装用副資材 10,252

工場用副資材 5,725

合計 15,977



⑨ 買掛金 

相手先別内訳 
  

 
(注) 有限会社大栄ファームほか 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

株式会社紀文産業 33,256

株式会社ミツトモ 22,328

ＪＡ全農たまご株式会社 21,289

正栄食品工業株式会社 19,612

金納興業株式会社 13,063

その他 (注) 177,953

合計 287,505



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 決算公告については、下記ホームページアドレスに貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

(ホームページアドレス http://www.ifuji.co.jp/kessan/index.html) 

なお、会社法施行後においては会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、100株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社本店

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り・
買増し

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社本店

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店及び全国各支店

  買取・買増手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞(注)

株主に対する特典
毎年３月31日現在の所有株式数に応じて「たまごギフト券」(全国たまご商業協同組
合発行)を、100株以上1,000株未満の株主様に対し500円分(100円券５枚)、1,000株以
上の株主様に対し2,000円分(100円券20枚)贈呈いたします。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第33期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月30日福岡財務支局長に

提出 

(2) 半期報告書 

事業年度 第34期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月26日福岡財務支局長

に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

イフジ産業株式会社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているイフジ産業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第33期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、イフジ産業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

平成17年６月29日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  福  岡  典  昭  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  牛  島     毅  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

イフジ産業株式会社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているイフジ産業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第34期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、イフジ産業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されること

となったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

平成18年６月27日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員
業務執行社員

公認会計士  福  岡  典  昭  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  竹 之 内  髙  司  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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